
１人１台端末環境における指導と評価の一体化 

～ＣＢＴを活用した学習評価の在り方～ 
 

１ 研究主題 

 

1.1 研究の経緯 

 平成 29年に新学習指導要領が告示され，本校では，平成 29年度より「新学習指導要領の趣旨を

実現する教育の展開」を主題とし３ヵ年計画で研究を進めてきた。その３カ年目である平成 31年

度（令和元年度）には，『「探究」（総合的な学習の時間）を核としたカリキュラム・マネジメン

ト』を副題として取り組み，以下のような成果が得られた。 

 

①各教科担当者によるカリキュラム評価のための評価材料の蓄積，教務部による単元デザインシ

ートを活用した教育過程の編成及び評価・改善，研究部による評価規準の工夫に関する達成状況

の把握や意識調査の実施，検証委員会によるヒアリング調査の実施など，各部署の役割を明確に

したことにより，組織的かつ継続的にカリキュラム・マネジメントに取り組む土台を築くことが

できた。 

 

②全教職員による研究協議会の実施により，意識調査やヒアリング調査の内容の交流を図ること

で， 共通理解を形成することができた。 

 

③指導計画等の活用による各教科での評価，各教科担当者や学年主任に対するヒアリング調査，

生徒対象の質問紙調査，教職員対象の質問紙調査，北海道教育大学等の教員による外部評価等，

多角的な評価を基にしたカリキュラム評価の工夫・改善を行うことができた。 

 

国立教育政策研究所 研究指定校事業（カリキュラム・マネジメント）研究成果（平成 31年度）

成果報告書 より 

 

 令和２年度，令和３年度は従来行っていた研究部が設定した研究主題を各教科において具現化

し，取り組みの成果を総括するといった研究活動は行っておらず，それぞれの教科研究は個人また

は教科・グループで行うプロジェクト型の研究スタイルで行っている。また，研究指定等において

も同様に，グループ（教科，推進グループ）及び個人での取り組みとなっていた。また，新型肺炎

感染症の流行により，従来行っていた参集型の研究大会の開催を行っていない。（資料１，２） 

 

 

 

 



資料１ 令和２年度 研究部 年間計画 より 抜粋 

（１）教育研究大会 

     今年度の教育研究大会については，新型肺炎感染症の拡大防止のため，開催しない。 

全校的なイベントを開催しないということであり，各教科等による教科研究会は時期を検討し，

実施する。（研究成果物の発行） 

（２）研究方法 

個人またはグループのプロジェクト型で行う。 

（３）研究内容 

①新学習指導要領の趣旨を踏まえた教育課程の編成（「探究」を中核とした） 

②学習評価に基づいたカリキュラム評価及び改善 

③Chromebook等の ICT機器を効果的に活用した新たな授業デザインの実践 

④大学附属としてのメリットを活かした教育活動の展開 

⑤各種研究指定・研究助成による教科等の実践研究  

⑥研究協議会（校内研修）の充実 

 

資料２ 令和３年度 研究部 年間計画 より 抜粋 

２ 具体的な取組 

（１） 学習指導要領及び中教審答申の趣旨を実現するための教育活動の在り方に関する取組 

①すべての教育活動における探究的な学びの展開【探究】 

②BYOD による一人一台環境下での効果的な学びの蓄積と振り返り【学びの蓄積と振り返り】 

（２）北海道教育大学及び外部機関等の参画による研究の推進 

（３）OECD Education2030 プロジェクト，中央教育審議会答申をはじめとした教育情勢に関する

最新の研究成果等の収集及び国の教育施策の推進・実証機関としての取組 

（４） 教員としての研究や研修の推進及び設定・支援 

①教員個人またはグループ研究に対する支援 

②研修機会の設定や支援 

（５）教育研究大会及び授業力向上セミナー等の開催 

※年度当初はハイブリッド形式での開催を予定（８月末に実施形態を最終判断）【実施できず】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料３ ＜研究の経緯＞ 本校の研究主題と副主題 

年度 研究主題 副主題 

令和３年度 ２０２１年度 学校研究なし 
 

令和２年度 ２０２０年度 学校研究なし 
 

平成３１年度 

令和元年度 

２０１９年度 新学習指導要領の趣旨を実現

する教育の展開（３年次） 

「探究」（総合的な学習の時

間）を核にしたカリキュラ

ム・マネジメント 

平成３０年度 ２０１８年度 新学習指導要領の趣旨を実現

する教育の展開（２年次） 

カリキュラム・マネジメント

を支える「評価」の工夫 

平成２９年度 ２０１７年度 新学習指導要領の趣旨を実現

する教育の展開（１年次） 

『学びの地図』に基づいた各

教科等の単元のデザイン 

平成２８年度 ２０１６年度 研究大会日程変更により次年

度準備期間 

 

平成２７年度 ２０１５年度 今，求められる２１世紀型の

学力の育成を目指して（３年

次） 

アクティブラーニングによる

学習への深いアプローチ 

平成２６年度 ２０１４年度 今，求められる２１世紀型の

学力の育成を目指して（２年

次） 

教科・領域を横断した基礎

力・思考力・実践力の向上 

平成２５年度 ２０１３年度 今，求められる２１世紀型の

学力の育成を目指して（１年

次） 

知識・技能を活用する力を育

む学習指導の工夫・改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1.2 日本の教育状況 

中学校学習指導要領(平成 29年告示)され，その趣旨の実現に向けて取り組みがされている。本校

においても平成 29年度より「新学習指導要領の趣旨を実現する教育の展開」を研究主題とし学校研

究を行っている。改めて新学習指導要領の趣旨について捉え直すと以下のことが述べられている。

新しい時代に求められる資質・能力を子供たちに育むため，学校教育の改善・充実の好循環を生み

出す「カリキュラムマネジメント」の実現を目指すことを，次の６点に枠組みを改善することを求

めている。 

 

①「何ができるようになるか」（育成を目指す資質・能力） 

②「何を学ぶか」（教科等を学ぶ意義と，教科等間・学校段階間のつながりを踏まえた教育課程の

編成） 

③「どのように学ぶか」（各教科等の指導計画の作成と実施，学習・指導の改善・充実） 

④「子供一人一人の発達をどのように支援するか」（子供の発達を踏まえた指導） 

⑤「何が身に付いたか」（学習評価の充実） 

⑥「実施するために何が必要か」（学習指導要領等の理念を実現するために必要な方策） 

 

1.3 研究主題の設定 

研究主題を決める段階で本校の過去の取り組みと本校の強みと言える部分がどこにあるのか，ま

た教育現場が抱える問題やこれからのニーズと点を明確にすることとした。 

まず過去の取り組みとしては，本校では，1.1で述べた通り，平成 29年度からの３カ年で行って

きた研究主題「新学習指導要領の趣旨を実現する教育の展開」において，６点における枠組みのう

ち，①「何ができるようになるか」②「何を学ぶか」③「どのように学ぶか」について実践を行って

きた。教科計画におけるＰＤＣＡサイクルの活用について実践し，一定の成果を得ることができた。

特に年単位や学期単位などの長期的な視点での改善を行うことができている。反面，これらの取り

組みでの反省点としては，④「子供一人一人の発達をどのように支援するか」⑤「何が身に付いた

か」などの，子供の見取りとそれによる指導の改善等の短期的な視点で行うこと，つまり短期的な

「指導と評価の一体化」を推し進めることが必要であると考えた。 

 

次に，本校は平成 25年度より生徒のタブレット端末の持ち帰りを実施し，１人１台端末環境を構

築してきている。さらに平成 29 年度にはＣｈｒｏｍｅｂｏｏｋ端末のＢＹＯＤ/ＢＹＡＤを実施，

キーボード付きの情報端末を利活用した教育実践を行ってきている。また，令和元年度次世代の教

育情報化推進事業「情報活用能力の育成等に関する実践的調査研究 情報教育の体系的な推進」，令

和２年度新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業「遠隔教育システムの効果的な活用に関

する実証」においても一定の成果を挙げてきており，生徒の情報活用に関する資質・能力を育成す

るだけでなく，全教員の情報活用の知識・技能は比較的高い状態にあるといえる。これらの２点に

より，次のような研究主題とした。 

１人１台端末環境における指導と評価の一体化の実現 

 



1.4 研究副主題の設定 

令和４年度はＧＩＧＡスクール２年目として各校に情報端末が整備され，より教育的効果がある

１人１台端末の利活用が求められている。特に今年度はより多くの実践が報告されていくと予想さ

れる。その実践の多くは，文書作成アプリケーションやプレゼンテーションアプリケーション等を

用いた学習内容のまとめや課題，成果レポート等の学習成果物である。本校においても，各教科担

当がそれぞれの教科で育成したい資質・能力を総括的評価行うために，生徒に学習成果物の作成を

課題とすることが多い。しかし，総括的評価であるため生徒が学習後に自らの評価を知り，その内

容のまとまりの中での学習改善に用いることができない。さらに，教員も同様に自らの指導を振り

返り，それらを次の指導に活かすことも難しい。つまり，１人１台端末環境における指導と評価の

一体化を実現するためには，次のような点を課題があると考えた。 

 

① 単元や題材の指導の途中で評価を行うことができる 

② 実施された評価が生徒に即時返却され，自らの学習につなげることができる 

③ 生徒の取り組みとしてのデータが蓄積でき，それらを分析することができる 

 

これらのこと，解決するための方法としてコンピュータを活用した評価，ＣＢＴを利活用するこ

とを提案する。 

ＣＢＴとは，コンピュータベースドテスティングのことであり，現在「全国的な学力調査のＣＢ

Ｔ化検討ワーキンググループ」にて令和６年度の全国学力・学習状況調査のＣＢＴ化に向けて取り

組みが行われている。本校においても，ＣＢＴは各教科の取り組みとしても行われており，簡易的

なものとしてはＧｏｏｇｌｅフォームを活用した小テストなどが挙げられる。その内容は短答式の

設問が多く，主に知識・技能を見取るものとして活用されてきた。しかし，本来評価すべき生徒が学

習の中で身につけた資質・能力を押しはかるものにはなっていない。また，それらの結果を活かし

学習指導を行い，その指導に対する検証等を行うことについては深く議論されておらず，単発的に

実施されているにすぎない。そこで，指導と評価の一体化を実現するためにＣＢＴを活用する，１

人１台環境での端末の利活用方法の幅を広げるだけでなく，新学習指導要領の趣旨を実現すること

ができると考え，次のような副主題を設定した。 

 

～ＣＢＴを活用した学習評価の在り方～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 研究構想 

 

 
実施 

時期 
研究内容，研究方法 

一 

年 

次 

４月 研究テーマの試案・検討 

５月，６月 

研究テーマの決定 

研究協議会（育成を目指す資質・能力，指導と評価の一体化，ＣＢＴ） 

指導案形式の確定 

７月 
校内授業研究（３年社会科） 

ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（１回目） 

８月，９月 研究紀要の執筆 

10月 

ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（２回目） 

ＣＢＴとＰＢＴに関する生徒用アンケートの実施 

校内授業研究（技術科） 

研究大会の映像撮影・編集 

11月 研究大会【４日】（国語科，数学科，理科，外国語科，保健体育科） 

12月，１月 

次年度に向けた研究構想立案（副主題の検討・決定） 

次年度に向けた研究協議会 

学校評価による研究部年間計画の見直し 

２月 
ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（３回目） 

校内授業研究（美術科） 

３月 １カ年目の取り組みまとめ及び課題の整理 

二 

年 

次 

４月～７月 
校内授業研究会の実施及び授業実践 

ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（４回目） 

８月～10月 ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（５回目） 

11月 研究大会 

12月～２月 ＣＢＴとＰＢＴに関する教師用アンケートの実施（３回目） 

３月 ２カ年の研究のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2.1 研究の重点 

前述の研究主題を推し進めていく上で，研究の重点を次の４点に定め，研究に取り組んだ。 

 

① 各教科で育成を目指す資質・能力の整理 

② 指導と評価の一体化のための学習評価の在り方 

③ ＣＢＴの出題方式の工夫と親和性（なじみやさ） 

④ ＣＢＴの可能性を探る 

 

2.1.1 各教科で育成を目指す資質・能力の整理 

 ＣＢＴによる評価を推進していく上で，各教科における育成を目指す資質・能力を明確化するこ

とで，生徒の学習状況を把握するための評価，及び教師が学習指導の改善につながる評価を行うこ

とができると考える。その育成を目指す資質・能力については，令和元年度の本校研究において，本

校が育成を目指す資質・能力の整理を資質・能力シート（図１）を用いて行っている。さらに，国立

教育政策研究所の「『指導と評価の一体化』のための学習評価に関する参考資料」の巻末資料を用い

て，今年度の各教科における育成を目指す資質・能力を整理し，これらを基にＣＢＴを用いた評価

を行う。 

 

図１ 令和元年度 資質・能力シート 

 

 



2.1.2 学習評価の在り方 

「１人１台端末環境における指導と評価の一体化～ＣＢＴを活用した学習評価の在り方～」を推

し進めるにあたり，評価について整理することが必要である。教育評価について梶田は著書「教育

評価〔第２版補訂版〕」１）の中で次のように述べている。 

教育評価はもともと，子どもにどの段階から学習を始めさせればよいかということの決定と，教

育の成果はどの程度のものであるかということの確認を中心に行われてきた。（中略） 

しかしながら，教育評価の中核は，あくまでも，教育活動と直接的な関連を持つものである。た

とえば，学校教育においては， 

❶子どもが現実にどのような発達の姿を示し，どのような能力や特性を現に持っているか，を見

てとり，指導の前提としての１人ひとりの個性的あり方を見てとること 

❷子どもの示す態度や発言，行動について，どの点はそのまま伸ばしてやればよいか，どの点は

特に指導して矯正すべきであるか，を判断し，指導のストラテジー（方略）を立てる土台とする

こと 

❸教育活動の中で子どもがどのように変容しつつあるか，見てとり，１人ひとりに対する次の課

題提示や指導のあり方を考える土台とすること 

❹教育活動自体がどの程度に成功であったかを，子どもの姿自体の中から見てとること 

などが，この意味にいける教育評価の主要ポイントと言えるであろう。（下線は本稿執筆者） 

 

さらに本校の平成 24 年度研究紀要２）には，次のような評価に対する２つの視点が示されている。 

 

これらのことを踏まえ，本校では思考力・判断力・表現力の評価を２つの視点からとらえた。１

つは，学習状況を把握するための評価（記録に残す評価）であり，もう一方は，学習指導の改善

につながる評価（指導に生かす評価）である。（下線は本稿執筆者） 

 

この２つの視点での評価は，本研究においては，それぞれを以下のように言い換えるものとする。 

 

学習状況を把握するための評価（記録に残す評価） → 主に評定に用いる評価 

学習指導の改善につながる評価（指導に生かす評価） → 主に学習改善につなげる評価 

 

これら２つの資料と，学習者の内在的評価である診断的評価，形式的評価，総括的評価の位置と

特性で分類すると以下の表になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
評価 

位置 
生徒の見取り 教師の取り組み 

主に評定に用いる

評価 

主に学習改善につ

なげる評価 

診断的評価 
活動前 

の評価 

どのような発達

の姿か 

どのような能力

や特性を持って

いるか 

指導の前提とし

ての１人ひとり

の個性的あり方

を見てとる 

× ○ 

形成的評価 

活動途 

上にお 

ける 

評価 

どの点はそのま

ま伸ばしてやれ

ばよいか 

指導して矯正す

べきであるか 

指導のストラテ

ジー（方略）を立

てる 

○ ○ 

どのように変容

しつつあるか 

１人ひとりに対

する次の課題提

示や指導のあり

方を考える 

総括的評価 

教育成 

果の 

評価 

教育活動自体が

どの程度に成功

であったか 

子どもの姿自体

の中から見てと

る 

○ △ 

※形成的評価や総括的評価は，教員が評価する期間をどのように設定するかによって，変化するも

のであるため，本校では１つの単元（内容のまとまり）後に行う評価を総括的評価として捉えるこ

ととする。 

 

 上述のように，本研究においてＣＢＴによる評価を行う際に重要だと考える点は，評価位置であ

る。教師が見取りたい生徒像がどのような姿なのかを明確にし，それらを教師の取り組みの一部と

して教育活動を行うことでより効果的な指導を行うことができるからである。また，教師がその評

価を学習状況を把握するために行っているものなのか，学習指導の改善につなげるために行ってい

るものなのか，を明確にしていくことで，指導と評価の一体化の実現が可能であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2.1.3 ＣＢＴと出題形式とのなじみやすさ 

1.4 で述べていたように，「全国的な学力調査のＣＢＴ化検討ワーキンググループ」にて令和６年

度の全国学力・学習状況調査のＣＢＴ化に向けた取り組みが行われている。令和３年７月に発表さ

れた「全国的な学力調査のＣＢＴ化検討ワーキンググループ最終まとめ」からＣＢＴの利点を洗い

出すと以下のようになる。 

 

＜ＣＢＴの利点＞ 

⚫ ＣＢＴの特性を活かした新しい問題が導入できる（「思考力」や「問題発見・解決能力」とい

った能力が促成しやすくなるのでは） 

⚫ 解答に加えてログも把握できることにより，児童生徒のつまずきをはじめとした多面的な分

析が可能 

⚫ 問題表示（文字や図形のハイライト，音声読み上げ）問題の解答（キーボードや外部スイッ

チ）補助機能（メモ，ラインマーカー）などにより，特別な配慮が必要な児童生徒への対応も

可能（障害のある児童生徒や療養中の児童生徒が自宅や病院等で調査を受けることが可能） 

⚫ 選択式問題については自動採点が可能。短答式問題や記述式問題に関しても最新技術（ＡＩ

等）を用いて採点が可能。 

⚫ 調査終了後，速やかに調査結果や集計結果を提供，生徒へのフィードバックが可能となり，

教師の指導改善や児童生徒の学習改善に早期に繋げることができる。 

 

上記のことは国家レベルでのＣＢＴの利点であるため，すべてが本校の活動の利点になるわけで

はない。しかし，「ＣＢＴらしい出題」「ログの保管」「多面的分析」「出題方法の配慮」「自動採点」

「即時フィードバック」「指導改善」「学習改善」といった内容については，学校レベルでＣＢＴの利

点として検証可能な部分であると感じる。これらの考察を基に，学校レベルでのＣＢＴを活用した

問題作成を行う上で，以下の４点が重要であると考えた。 

 

① 何を問うのか 

② どのような形式で問うのか 

③ 即時自動採点は可能か 

④ 総合的に見てＣＢＴに親和性があるか（なじみやすいか） 

 

①では，育成すべき資質・能力の３つの柱に基づいた目標や内容の再整理を踏まえて，観点別学

習状況の評価の観点である「知識・技能」「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り組む態度」の３

観点のどの観点を問うものなのか，あるいはその観点によってのＣＢＴとの親和性があるのかを検

証することである。 

②では，「選択式」「短答式」「記述式」「口述式」などの出題形式が，ＣＢＴとの親和性があるのか

を検証することである。前述の通り，選択式問題に関しては，即時自動採点が可能であるため，親和

性は高いという予想できるのに対し，最新技術を持たない我々にとって，短答式問題や記述式問題

は親和性を見いだすことが難しいと予想できる。 

③については，即時自動採点が困難であると予想される短答式問題や記述式問題においても，自



動にすることは困難であっても，即時採点が可能であるかも検証に値すると考える。 

④については，①②③を踏まえて総合的に活用することができるかどうかを検証することが可能

である。以上のことをまとめる図２のように示すことができる。 

 

図２ 本校 第２回研究協議会 20220524 資料より 

 

2.1.4 ＣＢＴの可能性 

 現在の学校現場ではテストは基本的に紙ベースでのテストであるＰＢＴ（ペーパーベースドテス

ティング）で実施されている。特に年に数回実施されている定期考査などの複数教科を１～２日で

行うテストはＰＢＴでの実施である。早い段階から１人１台端末環境を構築してきた本校において

も，数年前に技術科がチャレンジしてみたものの，端末のネットワーク接続の問題で円滑には進め

ることができなかった過去がある。ただ，「ログの保管」「即時自動採点」などのＣＢＴを行う利点は

定期考査であっても変わらず存在し，それらは「指導改善」「学習改善」に大変効果的であると考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 研究内容 

 

3.1 各教科で育成を目指す資質・能力の整理 

 研究主題を設定し，まず行ったことは各教科における育成を目指す資質・能力の整理である。そ

れらの資質・能力をどのようにして授業の中で育成を行っていくのかを明確にするために必要なこ

とであり，３年間の指導計画の中でどんな場面で育成を目指すのかを整理することが必要である。

図３は今年度の理科で設定した資質・能力の整理である。理科では，学年や領域に応じて思考・判

断・表現の目指す資質・能力が変容するため，それらの学年や領域を指導する際に意識すべき点が

存在する。本校では，３名の教員で領域担当制を行っているためそれぞれの領域のもつ特徴的な見

方・考え方を重点とし指導を行っている。 

 

 

図３ 令和４年度 各教科での育成目指す資質・能力の整理（理科） 

 

 図４は国語科が作成した育成を目指す資質・能力を年間指導計画に照らし合わせたものである。 

 

図４ 令和４年度 各教科での育成目指す資質・能力の一覧（国語 第１学年） 



3.2 指導と評価の一体化のための学習評価の在り方 

 指導と評価の一体化のための学習評価を行うために，本校独自の指導案の作成を行った。元とな

ったものは，令和元年度に作成された単位時間デザインシートである（図５）。 

 

図５ 単位時間デザインシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



これを基に「指導と評価の一体化」を実現する指導案を作成した。（図６） 

 

 

 

図６ 令和４年度作成 指導案テンプレート 

 

本校が独自に作成する指導案のポイントは以下の７点である。 

① 単元全体で育成を目指す資質・能力を定める 

② 単元全体で育成を目指す資質・能力を参考に評価規準を定める 

③ ②をどのような方法で見取るのかを定める 

④ 評価が「主に評定に用いる評価」なのか，「主に学習改善につなげる評価」なのか定める 

⑤ 評価を行う対象が，テストによるものなのか，学習成果物の提出（学習成果報告等も含む）

であるのかを整理する 

⑥ 「主に学習改善につなげる評価」では「努力の要する」状況（Ｃ）の生徒への改善の手だて

を定める 

⑦ 「主に評定に用いる評価」では「十分満足できる」状況（Ａ），「おおむね満足できる」状況

（Ｂ），「努力の要する」状況（Ｃ）を定める 

 

特に⑤は授業者が意識して作成すべきと考えられる。本研究の目的となる評価方法はテストでの

評価であるため，テストと学習成果物を明確に差別化して捉える必要がある。それぞれについて以

下のように判断するものとする。 

 

 

 

 



 テスト 学習成果物（学習成果報告） 

問い方 
○○について答えなさい。 

○○について説明しなさい。 

○○について△△を使ってまとめな

さい。 

評価の特徴 出題者側に明確な解答例が存在する 
生徒が今までの学習経験を用いて作

成・記述する 

例 図６ 図７ 

表 テストと学習成果物（学習成果報告）との違い 

 

ただし，どちらも評価する対象であるため指導案上には定めるが，あくまでＣＢＴでの指導と評

価の一体化を行うことを目指すものである。 

 

 

図６ ３年理科Ｇｏｏｇｌｅフォームを用いた「レディネステスト」より 解答「子房」 

 

図７ １年理科「生物の分類」の単元の総括的評価を行うために実施したコンセプトマップ

（Mindmup2.0） 



また，本指導案にある目標や評価規準について，授業の中で教師が生徒に伝えることが必要不可

欠であり，指導と評価の一体化へとつながる要素である。 

 

3.3 ＣＢＴの出題方式の工夫と親和性（なじみやさ） 

3.3.1 ＣＢＴの作成について 

現在，本校がＣＢＴ作成に使用しているアプリケーションはＧｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓｐａｃｅ 

ｆｏｒ ＥｄｕｃａｔｉｏｎのＧｏｏｌｇｅフォームである。Ｇｏｏｇｌｅフォームは，アンケー

ト作成・管理ソフトウェアであり，テストを作成できるアプリケーションある。Ｇｏｏｇｌｅフォ

ームのテストでは，問いに対する解答や配点を作成者側で設定することが可能で，設定された解答

と解答者の解答が一致していれば自動採点できる機能を持つ。また，ロックモードという機能が備

わっており，それによりＣＢＴを実施する際，他のＷｅｂサイトを閲覧できない仕様となっている。

（図８） 

 

図８ 「テストにする」「ロックモード」Ｇｏｏｇｌｅフォームの機能 

 

3.3.2 ＣＢＴの出題方式について 

本校が検証を行っている出題形式は大きく分けて「選択式」「短答式」「記述式」「口述式」の４つ

である。これらの出題形式とＧｏｏｇｌｅフォームで可能な出題方式との関係は以下ようになって

いる。 

 

選択式 短答式 記述式 口述式 

③ラジオボタン ④チェックボタン 

⑤プルダウン ⑦均等目盛 

⑧選択式（グリッド） 

⑨チェックボックス ⑩日付 ⑪時刻 

①記述式 ②段落 ⑥ファイルのアップロード 

 

選択式は，問題に対する解答を設定することができるため，即時自動採点が可能である。 

短答式も同様に，問題に対する解答を設定することができるため，即時自動採点が可能であるが，



解答を複数準備する必要がある。例えば，図で示した花のつくりについての問題の答えは「子房」で

あるが，「しぼう」「子ぼう」「し房」といったように，漢字を使わずに答えた場合も正答となるため

である。本研究が育成を目指す資質・能力であるため，正しい知識・技能が身についていると判断で

きる解答を正答とする必要があるからである。（出題者側の意図で漢字指定の問題も可能である） 

記述式は解答を設定できないため即時採点はできない。問題製作者側の質問タブから生徒の解答

の確認でき，さらに同じ解答を一括して採点が可能であるため，問題文の工夫次第で採点は容易で

ある。（図９） 

 

図９ 記述式に対する採点方法 

 

口述式は，音声を音声録音サイトやスクリーンキャプチャーなどを活用して録画・録音を行い，

そのファイルをアップロードすることで出題者側に解答が届くが，こちらは１つ１つのファイルを

確認していくため，通常の口述式のパフォーマンステストと同様の行程を行う必要がある。 

 

3.3.3 出題方式と親和性（なじみやすさ）について 

 以上の検証により，ＧｏｏｇｌｅフォームでのＣＢＴにおいての出題方式と親和性については以

下のようになる。 

出題方式 採点方式 親和性（なじみやすさ） 

選択式 即時自動採点 ◎なじみやすい 

短答式 完全一致による即時自動採点 〇比較的なじみやすい 

記述式 
即時自動採点不可 

問題文等の工夫次第 
△ややなじみやすい 

口述式 
即時自動採点不可 

従来の採点行程と変わらず 
×なじみにくい 

 さらにこれらが評価の３観点のどれを見取るものなのかによっても，採点方式の解釈や，親和性

に影響を与えるものと考えられる。 



3.4 ＣＢＴの可能性 

 定期考査などのテストにおいてもＣＢＴのもつ特性を活かした使用法が可能であると考え，以下

のような活用方法について考察した。（資料４） 

 

資料４ 定期テストでのＣＢＴ利用に関する考察（20220608） 

①PBTと CBTの割合や配分の工夫 

PBT／CBT 時間配分 留意点 

100／0 PBT 45分 例年通り 

80／20 
PBT 30分 

CBT 10分 

準備の段階でロッカーにとりにいくことがないように，机の中かそ

でに PCを準備しておく 

50／50 
PBT 20分 

CBT 20分 

 

0／100 CBT 45分 
テストモードにすると他のサイトは開くことができないため，思考

するために必要なペーパーなども準備必要（計算など） 

②PBTと CBT混合テストの場合，実施方法の順番については 3通りある 

（１）PBTをやってから，CBT（間に準備時間） 

（２）CBTをやってから，PBT（間に準備時間） 

（３）PBT，CBTを同時開始（準備時間なし） 

③望ましいのは PBTから CBT，CBTから PBTに戻ることができる状況 

④問題はペーパーで配布，解答のみコンピュータで行うことも可能 

⑤ネットワークの不具合や充電切れによる実施不可能な生徒への対応 

（１）テスト監督が予備機を持参し緊急対応をする 

⑥後方の机からテストの内容が見えてしまう カンニング問題 

（１）画面を極力天井に向けさせる 

（２）画面を暗くさせる 

⑦フォームの提出状況を各教室で把握しにくい 

（３）フォームを学級ごとにつくり，テスト監督の先生に編集権を与えて提出者が確認できる

ようにしておく 

⑧フォーム送信のタイミングをそろえる必要がある 

（１）「やめ」の合図後に，フォームを送信させる。その後ペーパーを回収する 

⑨各学年での情報活用能力（タイピング力）の違いが顕著のため，全学年での６月の定期テスト

での実施は難しい 

⑩準備時間のもち方の統一（提案は 5 分だが，統一されていれば問題なし）クラスごとに準備時

間の差異がでてしまうと不公平感につながるため，統一が必要 

⑪準備の際にクラスルームを開くと，学習した情報があるためカンニング行為にならないか 

⑫PCの充電切れや試験中の故障などの対応をどうするべきか 

（１）学校保管用 PCを充電した状態で各クラス 5台ずつ配備 

（２）何らかの対応に迫られたときは，それら PCの貸し出しを行う 

（３）時間的に不利を生じてしまう恐れがある 



上記にあるように，従来行っていたＰＢＴでは配慮しなくてもよい点を配慮する必要があるため，

多くの準備が必要であると考えられたが，３年数学科において前期中間考査で６５点分のＣＢＴを

実施する取り組みを行った。取り組み後の反省から一部抜粋すると以下のようになる。 

 

△取り組みのスタートでネットワーク接続の不具合が２名出た 

△提出時にネットワーク接続の不具合が６名出た 

△「+」や「-」など数学特有の文字入力に慣れていない生徒が多い 

△ＣＢＴとＰＢＴの両方を行うと机上のスペースに余裕がない 

○即時採点により自分の取り組みに対する評価すぐに返ってくる 

△ＣＢＴの定期考査での実施は不向きである 

△ＣＢＴとＰＢＴを同時に行わず，どちらか一方のみの実施が望ましい 

※ ○メリット △デメリット 

 

前述の通り，本校の生徒教員ともにある程度の情報機器に関する知識や技能を有しているにも関

わらず，ネットワークの不具合等により実施が困難になるケースが見られた。また，確かにメリッ

トは「指導と評価の一体化」の目的に即しているものの，それ以上に別の問題点が大きく影響し，テ

ストそのものの運用を妨げる可能性があることがわかる。この貴重な実践を踏まえ，定期考査での

取り組みについては慎重に進めていく必要があると感じる。 

 

3.5 各教科での取り組み 

3.5.1 診断的評価でのＣＢＴの活用例 

＜国語科＞ 

１年国語科では，毎授業のスタートの５分間で前時の学習の振り返りをＣＢＴで実施している。

目的としては，生徒の授業の理解度や学習状況を生徒自身や教員が把握することである。（図 10） 

 

 
図 10 国語科 １年 ＣＢＴ 



＜理科＞ 

理科生命領域では，単元のスタートで領域の復習を行うＣＢＴを実施している。目的としては，

国語科同様に，生徒の領域に対する理解度を生徒自身や教員が把握することで，主に学習改善や指

導改善につなげるものである。（図 11）問題は１，２年生の復習であるため，知識・技能を評価する

ものであり，35分間 50問で実施した。 

 

図 11 理科 ３年 ＣＢＴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3.2.2 形成的評価でのＣＢＴの活用例 

＜数学科＞ 

 １年数学科では，１単位時間の最後に実施している。（図 12）その授業で学んだ内容についての習

熟度を教師側が把握することを目的とし，次時の学習内容を整えるために活用している。 

 

 
図 12 数学科 １年 ＣＢＴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3.2.3 総括的評価でのＣＢＴの活用例 

＜技術科＞ 

 技術科では，単元や内容のまとまりごとに小テストをＣＢＴで行っている。（図 13）その単元や内

容のまとまりで獲得した知識を問う形式となっている。 

 

図 13 技術科 ２年 ＣＢＴ 

 

４ 今後の課題 

 

＜ＣＢＴを用いて思考力・判断力・表現力を見取るため出題方法の工夫＞ 

 知識を問う出題形式については，選択式や短答式を活用して，ある一定の成果を上げることがで

きている。しかし，思考力・判断力・表現力を問うためには，一般的には記述式が多く，それをＣＢ

Ｔに取り入れると，ＣＢＴの良さである即時採点の部分が失われてしまう。つまり，記述式ではな

い出題形式で思考力・判断力・表現力を問う方法を今後探る必要がある。特に最もＣＢＴと親和性

が高いと考えられる選択式での方法について焦点を絞る必要があると考える。 

 

＜ＣＢＴの結果の分析とそれによる学習改善及び授業改善の方法の開発＞ 

 ＣＢＴを作成し実施したものの，それを深く分析し生徒の学習改善や教師の授業改善につなげる

ことが，指導と評価の一体化である。そこで生徒の学習改善が行いやすいＣＢＴとはどのようなも

のなのか，教師の授業改善が行いやすいＣＢＴとはどのようなものなのかに焦点を置き研究してい

くべきだと考える。 

 



５ おわりに 

 

令和４年度前半のＣＢＴを活用した学習評価の在り方に関する研究・実践の内容がわかるよう，

実践例を交えながら本稿を執筆した。これは，１人１台端末環境が整った現在だからこそ取り組め

ることであり，全国の他中学校等で研究・研修を行っていく際の何かの参考になることを期しての

ものである。本校においては今後も，全教員一丸となって，学習指導要領に定められた目標等の実

現のための方策をについて研究・実践を積み重ね，一つでも多くの成果を残していきたいと考えて

いる。 

（文責 金子智和） 
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